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１．地方公共団体の財政の健全化に関する法律の制定背景 

 

地方公共団体の財政再建制度については、地方財政再建促進特別措置法（昭和30年法律第195号。

以下「再建法」という。）による赤字の地方公共団体に対する財政再建制度と、地方公営企業法（昭和

27年法律第292号）による赤字企業に対する財政再建制度が設けられていました。 

地方分権を進めていく上で、この再建制度のあり方を検討するため、平成18年８月に「新しい地方

財政再生制度研究会」が設置され、平成18年12月にはその検討結果が「新しい地方財政再生制度

研究会報告書」としてまとめられました。この中でこれまでの制度については、分かりやすい財政情報

の開示や早期是正機能がないなどの課題が指摘され、財政指標を整備してその公表の仕組みを設ける

とともに、財政の早期健全化及び再生のための新たな制度を整備することが提言されました。 

この結果を踏まえ、第166 回国会に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律案」が提出され、

同法案は国会審議を経て平成19 年６月22 日に公布されました（平成19年６月22日法律第94号。

以下「健全化法」という。）。 

健全化法は平成20年４月１日から施行され、平成19年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足

比率から公表されています。また、財政健全化計画等の策定義務などその他の規定は、平成21年4月

1日に施行され、平成20年度以降の決算に基づいて適用されています。 

 

 

２．健全化判断比率の公表等 

 

(1) 健全化判断比率の内容 

健全化法においては、地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）の財政状況を客観的に表し、

財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、以下の４つの財政指標を「健全化判

断比率」として定めています。地方公共団体は、毎年度、前年度の決算に基づく健全化判断比率を

その算定資料とともに監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表しなければならないとされて

います。 

① 実質赤字比率 

当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

② 連結実質赤字比率 

当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率 

③ 実質公債費比率 

当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金※1の標準財政規模※2に対する比率 

④ 将来負担比率 

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来負

担すべき実質的な負債の標準財政規模※2に対する比率 

 

※1 公営企業債の元利償還金に対する普通会計からの繰入金や債務負担行為に基づく公債費に準ずるものな

ど、公債費に準ずるものと考えられるものや、実質的な公債費と変わらないもの 

※2 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額 
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(2) 財政の早期健全化と財政の再生 

地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、当該健全化

判断比率を公表した年度の末日までに、「財政健全化計画」を定めなければなりません。 

また、再生判断比率（健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた３つの指標）のいずれかが財政

再生基準以上である場合には、当該再生判断比率を公表した年度の末日までに、「財政再生計画」を

定めなければなりません。 

 

 

３．資金不足比率の公表等 

 

公営企業を経営する地方公共団体（組合及び地方開発事業団を含む。）は、毎年度、公営企業会計

ごとに資金不足比率（資金の不足額の事業規模に対する比率）を監査委員の審査に付した上で議会に

報告し、公表しなければならないとされています。資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合

には、経営健全化計画を定めなければなりません。 

 

 

４．早期健全化基準、財政再生基準 

 

(1) 実質赤字比率   〔下呂市の基準：早期健全化基準12.89%、財政再生基準20.00%〕 

財政再生基準は、財政規律を確保する上で事実上の規範として定着している旧再建法の起債制限

の基準（市町村20％、都道府県５％）を用い、早期健全化基準は地方債協議・許可制度における

許可制移行基準（市町村2.5％～10％、都道府県2.5％）と財政再生基準との中間の値をとり、市町村

は財政規模に応じ11.25％～15％、都道府県は3.75％とされています。 

(2) 連結実質赤字比率 〔下呂市の基準：早期健全化基準17.89%、財政再生基準30.00%〕 

早期健全化基準は、実質赤字比率の早期健全化基準に公営企業会計等における経営健全化等を踏

まえ５％を加算し、市町村は財政規模に応じ16.25％～20％、都道府県は8.75％とされています。 

(3) 実質公債費比率  〔基準：早期健全化基準25.0%、財政再生基準35.0%〕 

早期健全化基準については、市町村・都道府県とも、健全化法施行以前の地方債協議・許可制度

において一般単独事業の許可が制限される基準であった25％とされ、財政再生基準は、市町村・

都道府県とも、健全化法施行以前の地方債協議・許可制度において、公共事業等の許可が制限され

る基準であった35％とされています。  

(4) 将来負担比率   〔基準：早期健全化基準350.0%〕 

実質公債費比率の早期健全化基準に相当する将来負担額の水準と平均的な地方債の償還年数を

勘案し、市町村は350％、都道府県及び政令市は400％を早期健全化基準とされています。 

なお、将来負担比率では、財政再生基準は設けられていません。 

(5) 資金不足比率   〔基準：経営健全化基準20.0%〕 

経営健全化基準（早期健全化基準に相当する基準）は、地方債協議・許可制度における許可制移行

基準を勘案して20％とされています。（営業収益／年の５％程度の合理化努力×４年のイメージ） 
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5．下呂市の指標の対象とする会計等 

 

令和６年度における下呂市の健全化法に基づく指標の算定の対象とする会計は次のとおりです。 

会計分類 会計等名称 健全化判断比率 

一般会計等 
一般会計 

学校給食費特別会計 

    

特別会計 

公営事 

業会計 

 

国民健康保険事業特別会計（事業勘定）     

後期高齢者医療特別会計     

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）     

介護保険特別会計（保険事業勘定）     

国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）     

 うち公営

企業会計 

水道事業会計     

下水道事業会計     

下呂温泉合掌村事業会計     

金山病院事業会計     

一部事務組合・広域連合 

岐阜県市町村職員退職手当組合     

岐阜県市町村会館組合     

岐阜県後期高齢者医療広域連合     

公社・第３セクター等 該当なし     

 

実
質
赤 

字
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 



  

- 4 - 

 

実質公債費比率 

0 

早期健全化段階 財政再生段階 11.0% 

低
い 

高
い 

35.0% 25.0% 

6．下呂市の健全化判断比率及び資金不足比率（令和６年度決算） 

 

① 健全化判断比率                               （単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令和６年度 － － 10.7 － 

令和５年度 － － 11.0 1.9 

比 較 － － △0.3 △1.9 
 

早期健全化基準 12.89 17.89 25.0 350.0 

財政再生基準 20.0 30.0 35.0  

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

連結実質赤字比率 

早期健全化段階 財政再生段階 ▲18.73％ 
黒
字 

赤
字 

将来負担比率 

早期健全化段階 1.9% 

低
い 

高
い 

上段 R６ 

下段 R５ 

実質赤字比率 

早期健全化段階 財政再生段階 ▲7.56% 
黒
字 

赤
字 

10.7% 

-0.5％ 

▲17.60% 

▲7.19％ 
0 12.89% 20.00% 

0 17.89% 30.00% 

0 350.0% 
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〔実質赤字比率〕  

一般会計等において実質収支が黒字であるため実質赤字比率はありません。 

 

 

〔連結実質赤字比率〕 

 対象となる一般会計等、公営事業会計のうち、金山病院事業会計で資金不足が生じましたが、その

他の会計でそれ以上の実質収支が黒字、資金剰余金を計上したため、一般会計及び公営事業会計を連

結した連結実質赤字比率はありません。 

 

 

〔実質公債費比率〕 

令和６年度数値は10.7％で、令和５年度数値の1１.0%から0.3ポイント改善しました。（実質公

債費比率は、令和４年度から令和６年度の単年度比率の３か年平均で算出） 

令和６年度と令和５年度の単年度の比較では、前年度から0.45ポイント改善しています。 

その要因の一つは、分母となる「標準財政規模－元利・準元利償還金基準財政需要額」のうち、標

準財政規模が393千円減少した一方、控除する元利・準元利償還金基準財政需要額がそれを上回る

201,357千円の減少となったことにより分母が増えたことによるもので、0.18％改善しました。 

分母のうち標準財政規模の減少の主な要因は、標準税収入額が78,889千円増※①となった一方、

普通交付税額が42,152千円減※②、臨時財政対策債発行可能額が37,130千円減となったことによる

ものです。 

また、元利・準元利償還金基準財政需要額の減少の主な要因は、災害復旧費等に係る基準財政需要

額が108,849千円減※③となったことによるものです。 

分子においては、償還のピーク（令和２年度）を過ぎ、令和４年度から引き続き減少している元利

償還金が51,578千円減(0.46％改善)※④、公営企業の地方債の償還に充てたと認められる繰入金が

179,868千円減(1.61％改善)※⑤、となり改善の要因となりました。一方で、特定財源の額が861

千円減（0.01％悪化）※⑥、災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還合算)が108,849千円

減（0.93％悪化）、事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還合算)が85,251

千円減（0.76％悪化）※⑦、が悪化の要因となり全体では改善となりました。 

実質公債費比率における早期健全化基準は25.0％、財政再生基準は35.0％であり、それらの基準

を超えていないことから、現時点では適正な公債費の償還規模といえます。 

 

※各増減要因の主な内訳は以下のとおりです。 

① 
償却資産に係る固定資産税の22,069千円増、森林環境譲与税の65,552千円増、

定額減税の実施による地方特例交付金の96,688千円増 

② 基準財政需要額のうち、下水道費（個別算定経費）の134,499千円減等 

③ 合併特例債償還費の68,041千円減等 

④ 
公共事業等債9,045千円増、補助災害復旧事業債18,045千円増、過疎対策事業債

56,235千円増、合併特例債97,202千円減、臨時財政対策債29,942千円減 

⑤ 下水道事業会計繰入金の137,953千円減等 

⑥ 公営住宅使用料861千円減 

⑦ 下水道費84,153千円減等 
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〔将来負担比率〕 

 令和６年度の比率は発生せず、令和５年度の1.9％から皆減となりました。 

分母となる「標準財政規模－元利・準元利償還金基準財政需要額」が0.03ポイント改善、分子では

地方債現在高の減165,088千円（1.48％改善）※①、債務負担行為に基づく支出予定額の減7,765千

円（0.07％改善）、公営企業債残高の減に伴う公営企業債等繰入見込額の減1,003,431千円（8.97％

改善）※②、充当可能基金の増175,909千円（1.57%改善）※③となり、トータルで12.12ポイント

の改善となりました。一方で、充当可能特定歳入の減18,817千円（0.17%悪化）、基準財政需要額

算入見込額の減948,515千円(8.48％悪化)※④等トータルで9.08ポイント悪化したものの、全体で

は改善となりました。 

将来負担比率における早期健全化基準は350.0％で、基準を超えていないことから、現時点において

将来への財政圧迫の度合いは高いものではない状態です。 

ここ数年の比率の推移は、平成26年度 16.6％、平成27年度 10.1％、平成28年度 0.8%、平成29

年度は比率なし、平成30年度 11.5%、令和元年度 15.9％、令和２年度16.7％、令和３年度10.1％、

令和４年度9.8％、令和５年度1.9％となっています。 

 

 

※各増減要因の主な内訳は以下のとおりです。 

① 

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債475,500千円増、一般廃棄物処理事業債

280,186千円増、緊急防災・減災事業債207,567千円増、過疎対策事業債

711,867千円増、合併特例債1,100,457千円減、臨時財政対策債729,731千円

減 

② 下水道事業特別会計将来負担額807,375千円減等 

③ 

財政調整基金113,303千円増、市内JR駅整備基金100,000千円増、下呂温泉街

賑わいづくり基金200,000千円増、ふるさと応援基金82,311千円減、災害対策

基金57,576千円減、国民健康保険基金79,037千円減 

④ 
下水道費254,968千円減、臨時財政対策債、合併特例債の償還費の減等による公

債費728,564千円減 
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②資金不足比率                          （単位：％） 

 
水道事業会計 

下 水 道 

事業会計 

下呂温泉合掌

村事業会計 

金山病院 

事業会計 

令和６年度 － － － 1.5 

令和５年度 － － － － 

比 較 － － － 1.5 
 

経営健全化基準 20.00 20.00 20.00 20.00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度は、金山病院事業会計において11,545千円の資金不足額が発生し、同会計における資金

不足比率は1.5％となりました。その他の会計において資金不足は発生していません。なお、資金不足

比率における経営健全化基準は20.00％となっています。 

 

下呂市における令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は、いずれも早期健全化

基準を下回っており、現在の下呂市の財政状況は健全な範囲内であるといえます。ただし、近年は頻

発する豪雨災害や物価高騰などにより、予定外の財政調整基金の取崩しを余儀なくされる傾向にあり、

また合併以前から整備してきた公共施設の老朽化による更新・再整備に伴う市債発行も見込まれ、今

後将来負担比率の悪化につながるおそれがあります。 

比率が早期健全化基準を下回ることは自治体を運営していく上で最低限の基準であることから、

持続可能で健全な財政運営が確保できるよう、必要な事務事業の選択、将来世代との公平性に配慮した

市債発行、計画的な基金運営を実施し、指標の健全化を図っていかなければなりません。 

資金不足比率 

0 20.00% 

経営健全化段階 

黒
字 

赤
字 

下水▲57.53% 

病院 1.5% 

 
水道▲106.79％ 

 

 

観光▲54.75% 
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(参考)下呂市の指標の算定 

 

指 標 算  定  方  法       （単位：千円） 下呂市 

実質赤字比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

連結実質赤字 

比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

実質公債費 

比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４年度 ５年度 ６年度  

12.16 10.30 9.85 
 

 

 

 

 

 

 

 

10.7% 

 

一般会計等の実質赤字額 

 

 

標準財政規模 － 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金） － 

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

 

標準財政規模 － 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

｛地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金（公営企業の地方債の償還の財源に充てた 

と認められる繰入金＋公債費に準ずる債務負担額＋一時借入金）｝ 

－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

13,653,176 － 2,471,305 

 

 

｛2,445,353 + (1,138,743 + 7,765 + 0)｝  

        － (19,259 + 2,471,305) 

 ＝ 9.85 

 

 

標準財政規模 

 

一般会計等の実質赤字額（黒字は▲表示） 

 

 13,653,176 

 ▲981,685 

 

 

＝ ▲7.19 

 

 
 

標準財政規模 

 

一般会計等及び公営事業会計の実質赤字額の計（同上） 

 

一般会計                   (▲ 981,052) 

学校給食費特別会計                           (▲      633) 

国民健康保険事業特別会計（事業勘定）     (▲   65,682) 

後期高齢者医療特別会計            (▲   15,242) 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）   (▲   21,371) 

介護保険特別会計（保険事業勘定）       (▲  118,706) 

国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）   (▲   32,102) 

水道事業会計                 (▲  655,798) 

下水道事業会計                (▲  373,779) 

下呂温泉合掌村事業会計            (▲ 151,075) 

金山病院事業会計               (     11,545) 
 
 

会計合計                   (▲2,403,895) 

 13,653,176 

 

 

▲2,403,895 

 

 

 

＝ ▲17.60 

 

 

3 年平均 

10.7 
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指 標 算  定  方  法 下呂市 

将来負担比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※将来負担額＝地方債現在高＋債務負担行為に基づく支出予定額＋公営企業債等繰入見込額＋ 

組合等負担見込額＋退職手当負担見込額＋設立法人負債額等負担見込額 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

資金不足比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上
水
道 

   

－ 

 

下
水
道 

   

－ 

 

合
掌
村 

   

－ 

 

病
院 

金
山 

   

1.5％ 

 

 

   

 

標準財政規模 － 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

将来負担額※－（充当可能基金額＋ 特定財源見込額 

       ＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

 

事業規模 

 

資金不足額（不足が無ければ▲表示） 

 

※資金の不足額 
（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるた        
        めに起こした地方債の現在高－流動資産）－ 解消可能 
        資金不足額 
（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費 

等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債 
現在高）－ 解消可能資金不足額 

 
事業の規模 

（法適用企業）＝ 営業収益の額－ 受託工事収益の額 
（法非適用企業）＝ 営業収益に相当する収入の額－ 受託工事収益に相当 

する収入の額 

614,100 

 

▲655,798 
＝ ▲106.79 

 

 

649,724 

 

 

▲373,779 

 
＝ ▲ 57.53 

 

 

275,922 

 

 

▲151,075 
＝ ▲ 54.75 

 

13,653,176 － 2,471,305 

 

(21,860,946 + 23,295 + 8,312,385 + 0 +4,103,541+ 0) 

 － (11,564,926 + 14,757 + 22,786,684) 

 ＝ ▲0.5 

 

 722,832 

 

        11,545 

 
＝ 1.5 
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【用語説明】 
 

［健全化判断比率］ 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの財政指標の総称です。 

地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった場合には、財政健全化計

画又は財政再生計画を策定し、財政の健全化を図らなければなりません。 

健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するものであるとともに、他団体と比

較することなどにより、当該団体の財政状況を客観的に表す意義を持つものです。 

［実質赤字比率］ 

当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体の標準的な

状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの）に対する比率です。 

福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の

悪化の度合いを示す指標ともいえます。 

［一般会計等］ 

地方公共団体財政健全化法における実質赤字比率の対象となる会計で、地方公共団体の会計のうち、

地方公営事業会計以外のものが該当します。これは、地方財政統計で用いられている普通会計とほぼ

同様の範囲ですが、地方財政統計で行っているいわゆる「想定企業会計」の分別は行いません。 

［実質赤字額］ 

当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌年度に繰り越す

べき継続費逓次繰越や繰越明許費繰越等の財源を控除した額をいいます。実質赤字額がある団体を通

常「赤字団体」と呼んでいます。 

［標準財政規模］ 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準

税収入額等に普通交付税を加算した額をいいます。 

なお、臨時財政対策債（地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられ

る地方財政法第５条の特例として発行される地方債）の発行可能額についても含まれています。 

［連結実質赤字比率］ 

公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準

財政規模に対する比率です。 

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共

団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。 

［公営企業（法適用企業・法非適用企業）］ 

公営企業とは地方公共団体が経営する企業であり、法適用企業と法非適用企業に分類されます。地

方公共団体財政健全化法においては、地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業を法適用企

業、地方財政法第６条の規定により特別会計を設けて事業の経理を行っている公営企業であって法適

用企業以外のものを法非適用企業と定義しています。 

法適用企業には、地方公営企業法の全部を適用することが法律で定められている上水道、工業用水

道、軌道、鉄道、自動車運送、電気（水力発電等）、ガスの７事業、法律により財務規定等を適用す

るように定められている病院事業（以上、当然適用事業）、及び条例で地方公営企業法の全部又は財
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務規定等を任意で適用する事業（任意適用事業）があります。法非適用事業には、下水道事業、宅地

造成事業、観光施設事業等（それぞれ地方公営企業法を任意適用していないものに限る。）があります。 

公営企業の経理は特別会計を設けて行うこととされており、その特別会計を公営企業会計といいます。 

法適用企業の公営企業会計は、企業会計方式により経理が行われ、法非適用企業は、一般会計と同

様、地方自治法に基づく財務処理が行われます。 

［資金の不足額］ 

公営企業会計ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業については流動負債の額から

流動資産の額を控除した額を基本として、法非適用企業については一般会計等の実質赤字額と同様に

算定した額を基本としています。 

［実質公債費比率］ 

当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本と

した額※に対する比率です。借入金(地方債)の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金

繰りの程度を示す指標ともいえます。 

地方公共団体財政健全化法の実質公債費比率は、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判

定に用いられる地方財政法の実質公債費比率と同じです。 

※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（将来負担比率に

おいて同じ。）。 

［将来負担比率］ 

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が

将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額※に対する比率です。 

地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点で

の残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえます。 

［資金不足比率］ 

当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率です。 

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態

の悪化の度合いを示す指標ともいえます。 

［早期健全化基準］ 

地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ

計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比

率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数値です。 

［財政再生基準］ 

地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健

全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字

比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のそれぞれについて、早期健全化基準を超えるものとし

て定められた数値です。 

［経営健全化基準］ 

地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比

率について定められた数値です。 


